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論文審査の結果の要旨 

 本論文は、アメリカの失業保険制度の法的構造を検討するものである。 

 申請者が論文のテーマとしてアメリカの失業保険を選んだのは以下の理由による。近年、雇用保険の役割は重要性

を増しているが、社会保障法分野において他の社会保険と比べると学術的・体系的検討がほとんどなされていないの

が現状である。そこで本論文は、わが国の雇用保険法研究への示唆を得るために、先進国で失業労働者に対する所得

保障の役割を社会保険が担っている、アメリカの失業保険を検討対象とした。 

もっとも、アメリカの失業保険に日本や他国の制度にはないさまざまな特徴があることには留意しなければならな

い。本論文では第１章「使用者責任に基づく失業保険の形成」で、アメリカに特徴的な制度が形成されるに至った過

程が検討される。アメリカでは好況期の過剰な投資を避けること等により個々の使用者は自らの被用者の失業をコン

トロールできる者と位置づけられ、使用者は被用者の「仕事の保障」責任を負うと考えられている。対照的に、被用

者は失業について受動的立場にある。したがって、使用者がこの保障責任を果たせずに被用者を失業状態においた場

合には、使用者は補償金を支払うべきである。アメリカの失業保険はこのような観点から形成・発展した。その結果、

アメリカの失業保険は、失業給付の費用を使用者のみが負担し、経験料率制を採用し、失業給付の要件として失業に

被用者の責めに帰すべき事由が無いことを必要とする、という特徴を有している。 

第２章「失業保険制度における連邦の役割」は連邦制をとるアメリカにおいて、連邦と州の役割分担が述べられる。

失業保険の拠出や給付の内容決定は州の権限であり、連邦は州の立法権限を侵害しない形で州失業保険制度に介入す

る。それにより連邦は、全国的に失業保険制度を実施させ、また連邦貸付などにより制度を維持している。 

第３章以下では、上記のアメリカの特徴を踏まえて、失業保険制度の具体的内容と法的諸問題が検討される。第３

章「失業保険制度における使用者の拠出責任」では失業保険の適用範囲と使用者が負う失業保険への拠出責任が検討

される。ここでは主に経験料率制についての考え方と具体的な拠出の算定方法が述べられる。第４章「失業給付の受

給資格と給付内容」、第５章「給付制限」では失業給付にかかわる重要な諸問題が、州法や裁判例を通して詳細に検

討される。 

 本論文は、日本語による本格的・体系的な先行研究がないアメリカの失業保険の背景、制度、諸問題を、法的観点

から丹念に検討した労作である。制度や給付に係る立法は州に委ねられているので、論文の研究対象は州法になる。

本論文は、複数の州法のみならず各州の行政規則も参照のうえ、分析・検討が加えられており、アメリカの失業保険

制度の実際の運用を垣間見ることができる。なお、州の選択も適切であったことを付言する。 

 日本法への示唆については細かいところまで検討がなされているとはいえないが、本論文も日本法との比較が今後

の課題であることを自認している。日本法との比較として示された諸点はいずれも的確であり、今後の展開が大いに

期待できる。 

 以上、最終試験の結果から見ても、本論文は、博士（法学）の学位を授与するに十分な価値があるとの結論に至っ

た。なお、本論文に剽窃の無いことは、iThenticateの利用により確認した。


